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問題意識は、自身の経営者およびコンサルタントの視点で見たとき、中小企業の戦略を分
析して、立案する場合に、既存フレームワークが中小企業、特に小規模企業にとって難解で
使いにくい、ということであった。経営戦略に関して先行する研究成果があるにもかかわら
ず、なぜそのようなことになっているのか。その問題意識について、次の 3 つの視点が考え
られた。第 1 に、経営戦略論が、米国から経営戦略のフレームワークを輸入し、そのフレー
ムワークは主に大企業を対象としたもので、日本の中小企業、特に小規模企業には使いにく
いということである。第 2 に、中小企業研究の主たる目的が経営戦略でなかったというこ
とである。経営学における中小企業研究が、中小企業なる経済主体が問題性を有した主体で
あるとする見解から分析が始まっており、かつ、主流であった。すなわち、中小企業の企業
規模・所属業種（産業）・企業性・立地・市場といった基準によって体系的に分類し、その
存立要因を明らかにすることがその目的であったといえる。第 3 に、日本の中小企業が戦
略を意識する必要がなかったということである。日本の中小企業の特徴は、強い系列、日本
型下請生産システムである。そのため、元請大企業との長期継続取引が常態化する環境で、
独立企業として自らの戦略を意識する必要性が希薄であったと考えることができる。以上
が、中小企業、特に小規模企業に適した戦略フレームワークが少ない理由であると考えた。
これらのことを確かめながら、中小企業、特に小規模企業にとって使いやすい戦略フレーム
ワークとは何かを考察し、小規模企業のための戦略フレームワークを提示することが本稿
の課題であった。 
 
第 1 章では、戦略フレームワークの成り立ちの歴史から既存のフレームワークが中小企
業、特に小規模企業には使いにくいという第 1 の視点から考察し、その理由を明らかにし
た。 
第 1 に明らかになったことは、既存フレームワークができた歴史的背景である。1960 年
代から 1980 年代におよぶデザイン・スクール、プランニング・スクール、ポジショニング・
スクールが戦略フレームワークを数多く生み出した。この時代背景について、1948 年から
1973 年までアメリカ資本主義の黄金時代であり、大企業は力が余りに強すぎて「政府のこ
となどほとんど気にかけず、株主や従業員や組合に対する条件を決定する力をもつ、強力で
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枠をはめられていない勢力」1という状況であった。その結果、アメリカ政府はこれら企業
に独占禁止法違反で訴追すると脅しをかけた結果2 、自社の最も得意とする分野とは無関係
な事業への多角化を促した。そして、当時 BCG をはじめとする戦略コンサルタント会社の
クライアントは、大多数が大企業であったたため、大企業向けの、特に多角化をコントロー
ルするための戦略フレームワークが研究され、開発されていったのである。 
 第 2 に明らかになったことは、この時代につくられたフレームワークは難解であった、
ということである。分析的トップダウン型で、形式を重視し、莫大なデータと分析を必要と
する、そして戦略をつくる主体はトップに近いスタッフ部門であった。戦略策定について、
Ansoff,H.I.（1965）および Porter,M.E.（1998）によると、戦略フレームワークは、「難解」
で大変な勉強が必要であり、かつ「膨大なデータ」が必要で、対象者は、「実務家、経営者、
学者やアナリスト」であるとしている。以上の理由で、既存フレームワークは中小企業、特
に小規模企業の経営者や従業員にとっては難解で、使いにくい。 
 以上のことをふまえて、分析的トップダウン型の既存フレームワークについて、中小企業
の視点から問題点を指摘した。それぞれ、多角化をマネジメントするものである、難解で言
葉が理解できない、データが収集できない、過剰分析である、コスト・労力がかかりすぎる
等々の問題点を指摘し、これら既存フレームワークが中小企業にとっては、使いにくいこと
を明らかにした。 
第 2 章では、日本の中小企業研究の歴史的変遷を示し、その変遷から日本の中小企業研
究において戦略フレームワークが主要な研究課題とならなかったことを明らかにした。第 1
章で、Mintzberg,H.（1994）による「5 つの戦略の定義」と「10 の戦略形成の方法論」を
みたが、中小企業論が、中小企業を「5 つの戦略の定義」からの視点でのみ考察をしており、
「10 の戦略形成の方法論」からの考察がほとんど見られないことが明らかになった。つま
り、第 2 の視点である中小企業研究の焦点が中小企業の戦略形成にあたることなく、戦略
策定フレームワークの研究がなされなかったことを考察した。 
中小企業研究の軸となっていたのは、初期においては、中小企業の問題性をとりあげたも
の、下請問題に代表されるような中小企業の企業間関係の研究が主とされていた。そして、
 
1 Kiechel,W. （2010） p.66  
2 1950 年セラー・キーフォーバー法「競争を減少または低下させる合併は違法である」 
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1960 年代以降、高度経済成長下において、中小企業の技術水準向上、中堅企業の出現等に
より、中小企業に対する見方も多様化されるようになった。つまり、それまで問題性視点か
らの中小企業の企業間関係についても、効率性が注目されるようになってきた。そして、佐
竹（2008）は、「日本の中小企業論は（中略）中小企業存立形態論から、起業・創業化問題
や企業間ネットワークについて主に考察する中小企業経営論へ拡大発展し、こうした総合
的考察のなかで実際に存在する中小企業に関して分析・検討していく中小企業存立論へと
進化・発展してきている」3とし、中小企業研究は中小企業の存立論に発展した。これらの
議論の中に、中小企業の戦略分析、立案のためのフレームワークに関する研究がほとんどな
かった。 
第 3 章では、古典的な戦略論から、経営戦略の父といわれる Ansoff,H.I.（1965）の経営
戦略を分析的かつ体系的に示した研究と問題点を取り上げた。明らかになったことは、
Ansoff,H.I.（1965）の示した方法論が実行不全に陥ったことである。その原因が、分析的ト
ップダウン型にあることを Ansoff,H.I.（1988）自身が著したのである。 
Ansoff,H.I.（1965）は意思決定をカテゴリーに分けたほうが便利であるとし、戦略的意
思決定、管理的意思決定、業務的意思決定とした4。そして、戦略的な意思決定はトップも
しくはトップに近いところで形成されるべきであるとした。そのうえで、戦略的であるため
には多角化を検討する必要があるとし、その戦略計画の策定プロセスを詳細に述べた。しか
し、この戦略策定プロセスがあまりに細かく、時間とコストを要するにもかかわらず、その
策定された戦略計画が実行段階で機能しないことを Ansoff,H.I.（1988）自身が指摘した。 
Ansoff,H.I.（1988）によると、「戦略実行は、戦略形成に自動的にしたがうとは限らない。
戦略実行はそれ自体の抵抗を示すので、それが計画作成活動を侵害することすらもありう
るのである。組織変革が既存の行動、文化、権力構造から非連続的な発展をもたらすときに
は、常に抵抗が発生する。」5と結論付けた。Ansoff,H.I.（1988）は自身の戦略論の問題点に
ついて、第 1 に過剰分析による機能麻痺、第 2 に戦略計画の社内への導入に対する組織抵
抗である。つまり、戦略それ自体の問題が過剰分析で、分析するためには膨大なデータと労
 
3 佐竹隆幸（2008）p.39 
4 Ansoff,H.I.（1965)p.6 
5 Ansoff,H.I.（1988)p.339 
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力が必要であるにもかかわらず、その分析の結果が現実離れていて機能しない、ということ
である。次に戦略の作成主体（組織）の問題であり、膨大なデータと労力はこの場合、専門
のスタッフ部門が担っており、これら現場から離れた部署が作成した計画が現場から拒否
されるということである。つまり、経営戦略の父といわれる Ansoff,H.I.（1965）が示した
分析的トップダウン型の問題点から、戦略論が戦略形成の方法論だけでなく、どこで作るか
という組織論も孕んでいることが明確になったのである。 
第 4 章では、Mintzberg,H.（1994）による戦略策定におけるプランニング学派とポジシ
ョニング学派の批判とラーニング学派の優位性を取り上げた。明らかになったことは、前章
の分析的トップダウン型戦略論が Taylor,F.W.（1911）の「科学的管理法」に依拠しており、
現場の方法論である「科学的管理法」を経営戦略の形成に応用したことが方法論的にも組織
論的にもうまく機能しないということである。また、その批判に基づいた、ラーニング学派
の方法論の優位性が明らかになった。 
Mintzberg,H.（1994）は 10 の戦略策定プロセス分類におけるプランニング学派とポジシ
ョニング学派は、テイラーリズムを基礎としていることを指摘している。つまり、公式化の
研究と労力を使う仕事の規則化で有名な Taylor,F.W.（1911）が工場で始めた革命は、経営
層の戦略形成でも可能なプロセスでもあり、それは基本的に同じであるとしている。プラン
ニング学派とポジショニング学派は、科学的管理法と同様、戦略計画は日常業務とは全く分
離され、戦略作成プロセス自体は公式システムを活用してプログラム化できると考えてい
ることを明らかにし、その問題点を指摘した。 
つまり、戦略策定ということに対して、誤って信じられていることがある。この誤りが、
経営を混乱させ間違った方向にミスリードする要因になっている。それは、「予測すること
は可能である」「戦略策定者は現場と別世界で存在できる」「戦略策定プロセスは定型化すべ
きである」の 3 つの要因である。 
Mintzberg,H.（1998）は『戦略サファリ』のなかで、以上 3 つの誤りを指摘したうえで、
ラーニング・スクールをもっとも注目を集めているスクールと位置づけている6。分析的ト
ップダウン型は、戦略分析から戦略策定、そして実行にいたるプロセスにおいて、分析と策
定の視点から一方的にみている。そのため、環境変化によって生じる戦略と実行との乖離を
 
6 Mintzberg,H.(1998)  p.190 
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見過ごしてしまう。一方、創発的ボトムアップ型の視点では、環境変化に対応することによ
って、戦略を柔軟に変化させ、現場レベルで創発的に対処することが可能となる。そしてそ
れが学習する組織であるとする。 
また、野中（2019）によると、日本企業がバブル崩壊後活力を失ったのは、米国発の科学
的アプローチに偏りすぎたことが原因であると述べている7。米国型のマネジメントは形式
知をベースとして、科学的アプローチを重視する、形式知とは、言葉、数値で表すことがで
き、明示的なデータや手法、マニュアルなどの形で伝達共有できる。しかし、この形式知に
よる科学的アプローチは限界があるとし、米国型マネジメントに偏りすぎた日本企業は、オ
ーバープランニング、オーバーアナリシス、オーバーコンプライアンスという「三つの過剰」
に陥った。三つの過剰に陥ったことで、社員が知識創造を行える自由闊達な環境が失われ、
本来の企業の存在意義である「社会のための付加価値を創造する」を軽視するようになった。
また、米国型マネジメントは合理化を促し、組織から言っての冗長性（ムダ）を失わせた。
Mintzberg,H.（1998）の批判と同様であり、さらに野中（2019）は、日本企業が復活する
ためには、時代を発展させる新たな知識を組織的に創造していく必要があるとしている。そ
のために、形式知の科学的アプローチと「暗黙知」的アプローチが必要であるとしている8。 
特に、中小企業経営の視点からは、企業規模が小さく戦略策定者が現場と近く、定型化さ
れた中長期の分析的戦略策定プロセスよりも柔軟な短期でスピードある現場改善が重要視
されることから、創発的戦略論が、中小企業に適していると考える。 
第 5 章では、Mintzberg,H.（1998）が注目するラーニング・スクールを、主に組織論的
アプローチから考察した。明らかになったことは、日本では、Taylor,F.W.（1911）の「科学
的管理法」よりも、Deming,W.の品質管理手法が支持され、それは日本的経営風土によるも
のである、それがトヨタ生産方式に昇華した。 
ラーニング・スクールは、1980 年頃の日本の優位性の研究から注目されてきたとし、以
下のように述べている。「デザイン・スクールからポジショニング・スクールまでに見られ
る明確にコントロールされた計画的な戦略形成プロセスではなく、創発的に現れた戦略を
いかに組織という集合体のなかにパターンとして根付かせていくかに焦点をあてたもので
 
7 野中郁次郎（2019）P.14 
8 野中郁次郎（2019）P.15 
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ある。つまり、創発的戦略と組織学習が主要なテーマとなる」9。これは、Ansoff,H.I.（1988）
が示した戦略経営に求められる組織能力に、Mintzberg,H.が一定の回答を出しているもの
と考える。トヨタ生産システムの研究において Liker,K.（2004）は、Senge,P.（1990）の
「学習する組織」の概念に注目し、真の学習する組織になるには、組織全体の学習する能力
そのものが常に向上し、組織メンバー全員が刻々と変化する競争環境に常時適応できるよ
うになっていなければならないとしている。つまり、「テイラーイズムとトヨタウエイの基
本的な差は、トヨタウエイでは作業者は命令通りに動く単なる手足ではなく、問題分析や問
題解決を行う生産システムの中で最も重要な資源であると考えることである。・・・企業が
何年も競争力を維持し、業界のリーダーの地位を維持するには、反復性の高いプロセスを絶
え間なく改善できるような実行可能で自主性を重んじる標準を持つ必要があることをトヨ
タウエイは示している」10。つまり、反復性が高いということは高度に標準化されていると
いうことであり、これはルーチンである。そのルーチンを実行主体である現場が、常に問題
点を自ら見つけ出して改善していく組織であるといえる。 
 これは問題解決のルーチンの仕組化であり、経済学者 Nelson,R と Winter.A（1977）の
進化論という学説11「組織は、全体的な合理性によって支配されるのではない。また、変化
を導くための一貫した唯一の枠組みなど存在しない。変化は、「ルーチン」と呼ばれる基本
的活動システムの間で、漸増していく相互作用から生まれるものだ。・・・ルーチンは組織
に安定性を与えるのである。しかし巧妙にひねりを加えることにより、ルーチンは思いがけ
ない変化をも生み出すものだ、と進化論者たちは論じている。確立しているルーチンと新た
な状況の相互作用が、学習の重要な源となる」12ということの実例であるといえる。 問題
解決のルーチン、つまりカイゼンと呼ばれる効率化から思いがけないイノベーションが生
まれる、ということが Mintzberg,H.（1999）の主張する創発的戦略であり、Porter.M（1998）
の「ほとんどの日本企業には戦略がない、戦略と効率化を取り違えている」という主張13と
相対する立場をとっている。 
 
9 Mintzberg,H. (1998)  p.190 
10 Liker,K.(2004) p.273 
11 Nelson.R and Winter .A  An Evolutional Theory and Application 
12 Mintzberg,H.（1999）p.200 
13 Porter.M(1998)「On Competition」（竹内弘高訳(1999)「競争戦略論」） 
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この創発戦略こそ中小企業経営には適していると考える。トップが戦略を分析・立案し、
実行を現場がするという機能分化ではなく、トップと現場が一体となって、戦略策定と実行
をする、つまり少ない人的資源を最大限活用する方法である。中小企業は、過度な予測や分
析をするよりも、変化の激しい外部環境に対して、戦略策定者と現場が一体となって、柔軟
なスピードある経営が求められると考える。 
補論 1 として日本的経営論の議論を取り上げ、第 3 の視点を検証した。明らかになった
ことは、集団主義や経営家族主義に日本的経営の特質があるとし、その経営風土によって創
発戦略につながる学習する組織が生成された。一方で、そこには組織存続根拠の中核があり、
この強い系列関係が、中小企業の戦略を不要とする要因になった。 
そもそも日本という国は「倭」と呼ばれていた。この和こそが、トヨタウエイが日本文化
に深く根ざし、ジャパニーズウエイともいえるものである。トヨタウエイが世界中で注目さ
れ、導入が図られているが、トヨタほどの効率性を実現できることは不可能であるといわれ
ている要因であり、創発戦略のもととなる学習する組織を生む土壌となった。一方で、その
集団主義により、下請が日本の中小企業の特徴である強い系列、日本型下請け生産システム
となり、元請大企業との長期継続取引が常態化する。企業間関係を前提とする中小企業存立
論について、「マニュファクチャラー―（アッセンブラ）＝サプライヤー関係」論があるが、
佐竹（2008）によると、「日本の下請システムが 1980 年代から 1990 年代にかけて欧米の
研究者から注目を集めてきた。日本の製造業における高い国際競争力が国際的に脚光を浴
びたわけである。これは欧米のマニュファクチュラーが市場を介したサプライヤーとの取
引関係を持っているのに対し、日本ではしばしば「系列」と呼ばれるような関係を結んだ特
定のサプライヤーとしかマニュファクチャラーは取引関係を結ばないという現象に注目し
た分析である」14とし、日本型下請生産システムにおける長期継続取引などが、日本製品の
国際競争力の観点から国際的に高く評価されてきたが、日本型下請生産システムの成立と
深くかかわっているのが「イエ」の概念である。つまり、集団所属意識と集団に対する忠誠
心の伝統には、集団主義や経営家族主義を体現する「イエ」という日本的経営の特質がある
とし、そこに組織存続根拠の中核があるとした。この強い系列関係が、中小企業の戦略を不
 
14佐竹隆幸(2008)p.157 
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要とする要因になった。 
第 6 章では創発戦略と戦略フレームワークの相関と創発戦略の優れたマネジメント手法
であるリーン・スタートアップを考察した。明らかになったことは、エフェクチュエーショ
ンがプロダクトアウト型創発重視である、コーゼーションはマーケットイン型分析重視で
あるが、戦略形成はいずれか一方の手法で進めるのではなく、それぞれの手法を振り子のよ
うに行きつ戻りつするのが現実である。その意味において、創発戦略においても、理論に裏
付けされた戦略フレームワークが必要である。そして、リーン・スタートアップは中小企業
に最適な戦略マネジメント手法であり、どちらかといえば、エフェクチュエーション＝プロ
ダクトアウト型創発重視であるといえる。 
コーゼーションは、教科書的なマーケティング・プロセスといえる。まず製品が対象とす
るすべての顧客を含む「市場を定義すること」からスタートする。そして、事前に定義され
た市場に関する「情報」が、フォーカスグループやサーベイなどのテクニックを用いて収集
される。次に、市場における潜在的な売上について戦略的評価を行い、これに基づいて、ひ
とつないし複数のセグメントがターゲットとして設定される。最後に、競合分析に基づいて、
資源と技術の制約条件を反映した最適なやり方で、ターゲット・セグメントにおけるその製
品のポジショニングが定義される。一方、エフェクチュエーションのモデルでは、意思決定
者は、あらかじめ決められた結果や市場からスタートしない。その代りに彼らは、実行可能
性を重視し、可能な所与の手段を定義することからスタートし、つぎに、偶発性を伴うやり
方で、いくつかの可能な結果から選択するのである。また、継続的に新しい機会を紡ぎだし、
かつ、それを有利に活用しようとするのである。これらから、エフェクチュエーションが、
本質的に、「経路依存的」であり「関与者依存的」であることを示している。分析をして、
目的を明確にしたうえで、必要とされる資源を調達して、進めていくというコーゼーション
モデルに対して、身近にある資源で実行可能なことを迅速に行い、実行しながら戦略を形成
していくというエフェクチュエーションモデルの対比であるが、実際は、極端な 2 極分化
ではなく、二つの方法論を行きつ戻りつしながら戦略形成がなされている。 
このような意味でも、創発戦略においても、戦略フレームワークの必要性はあるが、創発
戦略の主張する Mintzberg,H.、Senge,P.（1990）らからは、明確なフレームワークの提示
がない。つまり、試行錯誤型の創発的ボトムアップ型が有効である一方で、創発型であるが
ゆえに、その方法論が示されていない。 
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リーン・スタートアップについて、トヨタ生産方式に学んだもので、現場の知識や創造性
の活用、バッジサイズの縮小、ジャストインタイムの製造と在庫管理、サイクルタイムの短
縮などである。このような考え方を、企業の戦略マネジメントに適用したものがリーン・ス
タートアップで、検証による学びをできるだけ小さな単位で、早く行うことが特長である。
まさに、スタートアップのマネジメント手法であり、中小企業向けの戦略マネジメント手法
といえる。Ries,E.（2011）によると、「スタートアップの失敗について、最初に優れた計画
やしっかりした戦略、市場調査の活用に目を奪われることが問題として挙げられる。不確実
性が大きいスタートアップにこの方法は使えない。どういう人が顧客になるのかや、どうい
う製品を作るべきかさえもまだわからないのがスタートアップなのだ。世界は不確実な方
向へ進んでおり、未来はどんどん予測しづらくなっている。旧来のマネジメント手法ではそ
のような状況に対処できない。」15。まさに Mintzberg,H.（1999）の主張と同様で、膨大な
データと分析による戦略が機能不全に陥ることを示している。 
最も重要なことは、検証を通じて持続可能な事業の構築方法を学ぶことである。顧客は誰
なのか、顧客が本当にほしがっている製品、いわば戦略そのものであるが、その検証を学び
によって行う必要がある。この学びこそがトヨタウエイの最も重視する点であろう。そして、
その検証はスピードと最小のリスクを重視する。つまり、リーン・スタートアップは、複雑
な計画を立てるのではなく、できるだけリスクの少ない方法で敏速に検証を繰り返し、その
検証を通じて戦略の内容を変化させることで、確実に成長を図るというものである。いわば、
Mintzberg,H.の創発戦略を意図的に行おうとする方法論であるといえる。また、リーン・ス
スタートアップと前述のエフェクチュエーション、コーゼーションの関係でみると、リー
ン・スタートアップのマネジメント手法はどちらかといえば、エフェクチュエーション的で
あるといえる。最初に顧客は設定するが、あくまで仮説で、顧客からの情報を得て、検証し
つつ戦略を変容させていく。つまり、当初の製品はプロダクトアウト型で顧客に届け、顧客
の反応を見てから製品を変化させるマーケットイン型になる。 
大きなリスクを負うことができない中小企業の経営からは、この実用最小限でスピード
ある試行錯誤を繰り返すリーン・スタートアップの方法論は最適であると考える。また、前
述のように、事前のしっかりした市場調査の活用や分析に基づいた戦略や計画に目を奪わ
 
15 Ries,E.（2011）p.19 
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れるよりも、実行を繰り返す中でデータを集め、戦略を変容させていくという方法は、経営
資源が少ない中小企業にとっては最適であろう。リーン・スタートアップにおいて戦略とは、
「戦略は、ビジネスモデル、製品ロードマップ、提携企業や競合他社の視点、予想される顧
客などの項目で構成される16」としているが、次章でそれをわかりやすく実現する方法論を
考察した。 
第 7 章では小規模企業がリーン・スタートアップを可能ならしめる戦略フレームワーク
の条件を明らかにしたうえで、そのフレームワークの戦略要素とフレームワークデザイン
そして、マネジメント手法を示す。このフレームワークの特長は、スピードが求められるリ
ーン・スタートアップに向けて、戦略分析・立案が短期間に分かりやすく可能となることで
ある。 
第 1章の既存フレームワークの問題点をふまえて、戦略フレームワークの条件について、
以下とした。第 1 に、第１章で述べた戦略フレームワークの定義「製品―市場分野におけ
る、内部環境分析、外部環境分析、競合分析をしたうえで、その競争優位なポジションを示
すことができる」を満たす。第 2 に、戦略策定のための分析データについて、膨大に必要と
せず、かつ入手が容易であること、将来起こりうるリスクを過大に考慮しない、予測過剰と
ならない。第 3 に、戦略策定を企業のすべての階層で扱うものとするため（＝ボトムアップ
型）、小規模企業の経営者をはじめ従業員にも理解できる用語のみを使う。第 4 に、数値計
画に移行しやすい。 
次に、戦略要素の選択について、リーン・スタートアップに使われている戦略要素から、
Ries,E.（2011）はリーン・スタートアップの戦略、「ビジョンを実現するため、スタートア
ップは戦略を採用する。戦略は、ビジネスモデル、製品ロードマップ、提携企業や競合他社
の視点、予想される顧客などの項目で構成される」17としている。つまり、戦略の構成要素
として、ビジネスモデル、製品ロードマップ、提携企業、競合他社、顧客等を挙げている。
また、戦略を変容させるピボットのタイプつまり要素として、製品機能、製品全体、顧客セ
グメント、顧客ニーズ、プラットフォーム、事業構造、価値捕捉、成長エンジン、販売チャ
 
16 Ries,E.（2011）p.34 
 
17 Ries,E.（2011）p.34 
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ネル、技術等を挙げている。以上が Ries,E.（2011）が挙げた戦略要素である。 
これらを戦略の要素を、既存のフレームワークの視点で見ると、3C と 4P、PEST のフレ
ームワークで整理できることがわかる。これら要素を分かりやすくするために、図表化して
フレームワーク化したものが CP チャートである。戦略を実行する中で、現場から様々な情
報がもたらされる。その情報が現行の戦略にとって、どのようなメッセージとなるのか。そ
の情報に基づき、戦略を変更すべきか、現行の戦略を継続すべきか、という意思決定が戦略
経営である。そのような試行錯誤型、つまり創発的ボトムアップ型の優れたマネジメント手
法であるリーン・スタートアップのためのフレームワークが求められ、それが CP チャート
であると考える。 
CP チャートのデザインコンセプトは、商流を理解することは戦略を理解するために不可
欠である、またプロダクトアウトで早く製品を顧客に届けることを示す、という点である。
自社のシーズが商品となり、販路、販促を通して、顧客に到達する、という流れをつかむこ
とがこのチャートでは一目瞭然でできる。自社の技術やノウハウ、こだわりが商品となって
実現する、この商品を営業、直営店、代理店、ウエブショップ等々の販路を通して、顧客に
届ける、その際に販促をどのように行うかも理解できる。また競合を自社の下に配置するこ
とにより、具体的な 4Ｐの要素での競合分析も可能となる。つまり、戦略を文章で理解する
のではなく、チャートで感じ取ることができることが一番の特長である。 
もう一つの特長は、創発的なプロダクトアウトのシステムとしてのイメージがわきやす
いことである。マーケティングの 4Ｐは矢印の方向が、「市場・顧客の定義」から始まって
いる。前章で見た、教科書的な、分析重視、マーケットイン型のコーゼーションの方法であ
る。リーン・スタートアップは創発的なプロダクトアウト型である。つまり、矢印の方向を
反対にし、プロダクトアウトの方向性を示す必要がある。つまり、創発型ゆえに、分析を簡
略化し、具体的な戦略を練るために、4Ｐのプロセスを真ん中に置いた。4Ｐの要素を顧客に
アプライするために 3Ｃを分割し、最後に顧客を配したことで、リーン・スタートアップの
手法である、先ずはプロダクトアウトで顧客に製品を届け、その反応をマーケットインで検
証するというシステムのイメージができる。これで、コーゼーションのアプローチ、つまり、
顧客＝市場を定義し、セグメンテーション、ターゲティングと製品のポジショニングを行う
のではなく、エフェクチュエーションの走りながら考えるという戦略マネジメントをイメ
ージできると考える。これにより、リーン・スタートアップに必須となるスピードある仮説
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－検証が可能となる。 
第 8 章では、前章で示したフレームワークの特長、スピードが求められるリーン・スター
トアップに向けて、「戦略分析・立案が短期間に分かりやすく可能となる」ことを実証する
ために、学生による実験を行った。また、具体的な事例を示した。 
フレームワークの特長として、①戦略分析・立案がスピーディにできる（作成のために膨
大で入手困難なデータを必要とせず、予測過剰とならない）、②戦略を実行に移行するため
の具体性にすぐれている（数値計画を作成するための必要で十分な要素を備えている）、③
中小企業の経営者、従業員が理解しやすい。また、これら要素が言葉だけの表現ではなく、
鳥瞰図的な表現になっており、商流と創発型をイメージしやすいことも大きな特長である。
このフレームワークによって、経営学を全く学んだことのない中小企業の社長及び従業員
が、①戦略を理解し、自分で立案ができる、②一般的な戦略フレームワークに比べて、スピ
ーディに戦略立案ができる、ことを示した。 
学生の実験について、SWOT 分析との比較実験を行った。SWOT 分析を比較対象とした
根拠は、第 1 に簡潔で分かりやすい、第 2 に最も普及している、第 3 に本稿で定義した戦
略フレームワークの条件を備えている、である。実験の手順は、①フレームワークの説明を
して使用例を示す、②実際に学生にフレームワークを使って戦略分析・立案の演習を行う、
③フレームワークの演習に対するアンケートに答える。この手順をそれぞれのフレームワ
ークで、1 時限（1 時間半）を使い行った。 
実験結果に対して、まず平均値について、11 の質問のうち、CP チャートが高得点であっ
た質問が 8、SWOT 分析が高得点であった質問が 3 であった。そのうち特に得点差があっ
た質問で CP チャートが優位であったものが、戦略分析で、「各項目の記入が簡単でできた」
「作業のためのデータが入手しやすかった」、戦略立案で、「各項目の記入が簡単にできた」
「作業のためのデータが入手しやすかった」「戦略の選択肢を考えやすかった」があげられ
る。逆に SWOT 分析が高得点であった質問は、「戦略分析をもとに立案作業ができた」「立
案した戦略が具体的で実行に移しやすいと感じた」である。これらから、概ね SWOT 分析
よりも CP チャートのほうが分かりやすく、各項目への記入が簡単にできる、一方で、立案
に関しては SWOT 分析のほうが優れていると感じていると推測できる。これは、ｔ検定に
おいて、設問 8 と設問 11 に有意差がみられる、つまり CP チャートが「各項目の記入が簡
単にできた」、SWOT 分析が「立案した戦略が具体的で実行に移しやすいと感じた」で優位
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であるという結果が出ていることからも確認できる。 
次に企業事例について、実際に中小企業で使った事例をみて、その特長を実証していく。
当実証においては、CP チャートを使い、構築―検証―学習フィードバックグループにおけ
る戦略分析と立案がスピーディにできることを見た。Ries,E.（2011）が『リーン・スター
トアップ』において、戦略分析と立案の部分の時間を具体的に示しているわけではないので、
比較対象を一般的な戦略分析・立案に要する時間とする。 
Ansoff,H.I.（1965）によると、「戦略形成につながる一連の意思決定の流れは複雑なもの
であり、中略・・・、5 ないし 7 マン・イヤー（人年）を費やし、コストも 10 万ドルから
20 万ドルを要したことがある」18。このような古典的な分析重視型の例は極端にしても、戦
略や事業計画を作ることが目的のコンサルタントが多くいることも事実である。一般的に、
中堅のコンサルタント会社で戦略立案・事業計画策定におよそ 3 か月から 6 か月の契約が
要求される。また、中小企業診断士でも戦略立案・事業計画策定に 3 か月から 6 か月を要
するであろう。これは、中期事業計画や戦略を作るだけの期間であり、実行、検証は別の場
合が多い。日数換算すると、どちらも週 1 日ペースで月 4 日となり、12 日から 24 日必要
となる。つまり、戦略形成に 12 日から 24 日を要するが、CP チャートによる戦略形成の場
合、４社の事例で、概ね 3 日から 4 日で可能となった。 
また、戦略形成プロジェクトに参加したメンバーは、経営学を学んだことは全くないにも
関わらず、CP チャートにある戦略要素の意味を理解し、又そのデザインから商流とプロダ
クトアウトの仮説－検証のシステムをイメージできたと考える。 
今後の課題として、中小企業にとって、このフレームワークが、外部の支援なしで、活用
可能か、が考えられる。この課題を補論 2 として取り上げた。補論 2 として、当フレームワ
ークを活用する中小企業の組織課題とその支援法について考察した。明らかになったこと
は、日本の組織学習の特長＝小集団活動が、ボトムアップ創発重視戦略論の基礎となるもの
であり、多くの大企業がいわゆるＱＣ活動で問題解決と人材育成を成果に上げている。一方
で、多くの中小企業は組織運営、人材育成を経営課題にあげており、組織学習が行われてい
ない。そこで、それを可能ならしめる支援法と支援者の条件を示した。 
中小企業の組織運営、人材の育成ができないことについて、育成する社員がいない、忙し
 
18 Ansoff,H.I. (1965)  p.175 
 14 
 
くて育成できない、育成ノウハウがない、これらの要因で 7 割超である。多くの中小企業
は、採用を、「即戦力」の中途採用に頼りがちである。つまり、仕事をきちっと教えてもら
った経験がないので、教えられない。また、中途採用者が多いと、社内での、年齢、社歴、
職歴がバラバラで、命令系統が明確でなく、組織運営ができていないため、組織学習、育成
に問題が生じているのである。つまり日本の経営に特長的な組織学習ができていないため
に、組織運営、人材育成が課題となっていると考える。この問題に対し、本章では、組織運
営、人材育成は、小集団で、自ら、自社の課題を見つけ出し、実行し、検証するというサイ
クルを回すことが必要であるということを考察した。 
小集団活動については、川喜田（1968）が『生きがいの組織論』をもとに、支援法と支援
者の条件については、Knowles,M.（1970）『成人教育の現代的実践―ペダゴジーからアンド
ラゴジーへ―』をもとに考察した。 
そして、小集団活動による戦略フレームワークの運用について、以下の条件がある。学習
効果つまり、問題解決、人材育成の効果が上がる条件として、①７人程度の小集団とする、
②自分たちの直面する問題が題材となる、③自分たちで考える。そして支援者について、①
現場経験のある支援者が支援する、②支援者は学習者と一緒に考え、学習者が自ら答えを出
すように支援する、というものである。 
この条件に基づき、戦略フレームワークを運用していくことが、中小企業・小規模企業に
とっての組織学習・組織運営・人材育成の課題を解決する方策であると考える。そのために
は、最初の段階で、支援者が必須であり、支援ノウハウを有する支援者の育成が今後の課題
であると考える。 
 
 
 
